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建設リサイクル法に基づく電子申請について

届出・通知が必要となる場合

 以下の⑴および⑵を満たす工事の場合、着工の７日前までに届出または通知が必要となります。

⑴ 特定建設資材*を用いた建築物の解体工事、または特定建設資材*を使用する新築工事等

⑵特定建設資材*が使われている構造物で、下表の規模または金額以上の工事

＊特定建設資材…
①コンクリート ②コンクリートおよび鉄から成る建設資材 ③木材 ④アスファルト・コンクリート

発注者が「個人」または「法人」などの場合 → 届出 が必要です。

発注者が「国の機関」または「地方公共団体」の場合 → 通知 が必要です。

工事の種類 規模または金額

解体 床面積の合計80㎡以上

修繕・模様替え 請負代金の額1億円以上（税込み）

新築・増築 床面積の合計500㎡以上

土木工事・工作物の解体等 請負代金の額500万円以上（税込み）

変更があった際、変更届が必要となる記載事項

・ 届出者の商号、名称または氏名および住所、法人にあっては代表者の氏名

・ 工事の規模

・ 請負契約によるか、自ら施工するかの別

・ 元請業者の商号、名称または氏名および住所、法人にあっては代表者の氏名

（元請業者が建設業許可業者の場合）
・ 建設業法の許可をした行政庁の名称および許可番号
・ 主任技術者または監理技術者の氏名

（元請業者が解体工事業登録業者の場合）
・ 解体工事業の登録をした行政庁の名称および許可番号
・ 技術管理者の氏名

・ 元請業者から法第12条第１項の規定による説明を受けた年月日

・ 工程の概要（工事着手の時期）

 変更届出 が必要となる場合

届出をした工事において、工事着工前に、以下の記載事項に変更が生じた場合、新たな着工日
の７日前までに変更届出が必要となります。

※工事着工後の変更については、届出をする必要はありません。

その他

   ・工事の中止や取り止めとなった場合、届出は必要ありません。



⑵ 電子申請を区が受付処理した後、入力したメールアドレスあてに届くURLからログインする。

⑶ 照会ボタンを押した後、以下の画面から受領証をダウンロードし、印刷したものを現場に掲示する。

⑴  LoGoフォームより届出、通知または変更届出を行う。

届出（通知）済シール（印刷用） 届出（通知）済シール貼付位置

⑷ 印刷物から届出（通知）済シールを切り抜き、着工日に現地の標識に貼付けする。

届出（通知）の電子申請の流れ
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